
 
 
 
 
 
 

 
令和３年６月定例会 
（２０２１年） 

 
議案書② 

 
６月２日提出 

 

【条例】 

 
 
 

1



市 議 案 第 ５ ７ 号  
執 行 機 関 の 附 属 機 関 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す

る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 執 行 機 関 の 附 属 機 関 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次

の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ６ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

市 長 の 附 属 機 関 と し て ， 豊 中 市 バ リ ア フ リ ー 推 進 協 議 会 を 設

置 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

執行機関の附属機関に関する条例の一部を改正する条例 

 執行機関の附属機関に関する条例（昭和２８年豊中市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（設置） （設置） 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に別に定めのあるものを除

くほか，市に執行機関の附属機関として，次の委員会を置く。 

第１条 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に別に定めのあるものを除

くほか，市に執行機関の附属機関として，次の委員会を置く。 

附属機関の

属する執行

機関 

附属機関 担任事務 

市長 （省 略） 

豊中市住宅マス

タープラン検討

委員会 

（省 略） 

 

（省 略） 
 

附属機関の

属する執行

機関 

附属機関 担任事務 

市長 （省 略） 

豊中市住宅マス

タープラン検討

委員会 

（省 略） 

豊中市バリアフ

リー推進協議会 

高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律（平成１８年法律第９１号）第２４条の２

第１項に規定する移動等円滑化促進方針及び同

法第２５条第１項に規定する基本構想について

の重要事項の調査審議に関する事務 

（省 略） 
 

附 則 

この条例の施行期日は，市規則で定める。 
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市 議 案 第 ５ ８ 号  
職 員 の 服 務 の 宣 誓 に 関 す る 条 例 及 び 公 平 委 員 会 の

委 員 の 服 務 の 宣 誓 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る

条 例 の 設 定 に つ い て  
 職 員 の 服 務 の 宣 誓 に 関 す る 条 例 及 び 公 平 委 員 会 の 委 員 の 服 務

の 宣 誓 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す

る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ６ 月 ２ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 職 員 の 服 務 の 宣 誓 に 関 す る 政 令 の 改 正 に 準 じ ， 職 員 等 の 服 務

の 宣 誓 の 実 施 方 法 に つ い て 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す

る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

職員の服務の宣誓に関する条例及び公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 

（職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年豊中市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（服務の宣誓） （服務の宣誓） 

第２条 新たに職員となった者は，任命権者の定める上級の公務員の面前にお

いて次の宣誓書に署名してからでなければ，その職務を行ってはならない。 

第２条 新たに職員となった者は，次の宣誓書を任命権者に提出してからでな

ければ，その職務を行ってはならない。 

 宣誓書  宣誓書 

私は，ここに，主権が国民に存することを認める日本国憲法を尊重し，且

つ，これを擁護することを固く誓います。 

私は，ここに，主権が国民に存することを認める日本国憲法を尊重し，か

つ，これを擁護することを固く誓います。 

私は，全体の奉仕者として，市民の信託による公務を民主的且つ能率的に

運営すべき責務を深く自覚し，誠実且つ公正に職務を執行することを固く誓

います。 

私は，全体の奉仕者として，市民の信託による公務を民主的かつ能率的に

運営すべき責務を深く自覚し，誠実かつ公正に職務を執行することを固く誓

います。 

年  月  日 年  月  日 

２ 職員のうち，その職務と責任の特殊性に基いて，前項の宣誓書に対する特

例を必要とするものについては，任命権者は，あらかじめ市長の承認を得て，

別にこれを定めることができる。但し，その特例は，前項の宣誓書の趣旨に 

２ 職員のうち，その職務と責任の特殊性に基づいて，前項の宣誓書に対する

特例を必要とするものについては，任命権者は，あらかじめ市長の承認を得

て，別にこれを定めることができる。ただし，その特例は，前項の宣誓書の 

 反するものであってはならない。  趣旨に反するものであってはならない。 

３ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の服務の

宣誓については，前２項の規定にかかわらず，任命権者は，別段の定めをす

ることができる。 

（公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例の一部改正） 
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第２条 公平委員会の委員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年豊中市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（服務の宣誓） （服務の宣誓） 

第２条 公平委員会の委員は，任命後，市長の面前において，次の宣誓書に署

名してからでなければ，その職務を行ってはならない。 

第２条 公平委員会の委員は，任命後，次の宣誓書を市長に提出してからでな

ければ，その職務を行ってはならない。 

宣誓書 

私は，ここに，主権が国民に存することを認める日本国憲法を尊重し，且

つ，これを擁護することを固く誓います。 

私は，全体の奉仕者として，市民の信託による公務を民主的且つ能率的に

運営すべき責務を深く自覚し，誠実且つ公正に職務を執行することを固く誓

います。 

年  月  日 
 

宣誓書 

私は，ここに，主権が国民に存することを認める日本国憲法を尊重し，か

つ，これを擁護することを固く誓います。 

私は，全体の奉仕者として，市民の信託による公務を民主的かつ能率的に

運営すべき責務を深く自覚し，誠実かつ公正に職務を執行することを固く誓

います。 

年  月  日 
 

附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ５ ９ 号  
豊 中 市 市 税 条 例 及 び 固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 条 例

の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 市 税 条 例 及 び 固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 条 例 の 一 部 を 改

正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ６ 月 ２ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 地 方 税 法 等 の 改 正 に 伴 い 住 宅 借 入 金 等 特 別 税 額 控 除 の 特 例 措

置 の 適 用 期 限 の 延 長 及 び 軽 自 動 車 税 の 種 別 割 の 税 率 を 軽 減 す る

特 例 措 置 の 見 直 し を 行 う と と も に ， そ の 他 所 要 の 規 定 を 改 正 す

る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市市税条例及び固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

（豊中市市税条例の一部改正） 

第１条 豊中市市税条例（平成１５年豊中市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（個人の市民税の非課税の範囲） （個人の市民税の非課税の範囲） 

第１５条 （省 略） 第１５条 （省 略） 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち，前年の

合計所得金額が３５０，０００円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族の

数に１を加えた数を乗じて得た金額に１００，０００円を加算した金額（そ

の者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には，当該金額に２１０，

０００円を加算した金額）以下である者に対しては，均等割を課さない。 

２ 法の施行地に住所を有する者で均等割のみを課すべきもののうち，前年の

合計所得金額が３５０，０００円にその者の同一生計配偶者及び扶養親族

（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項において同

じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１００，０００円を加算した

金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には，当該金額に

２１０，０００円を加算した金額）以下である者に対しては，均等割を課さ

ない。 

（個人の均等割の税率の軽減） （個人の均等割の税率の軽減） 

第１７条 次の各号に掲げる者のいずれかに該当する納税義務者に対して課

する均等割の額は，前条第１項の額からそれぞれ当該各号に掲げる額を減額

したものとする。 

第１７条 次の各号に掲げる者のいずれかに該当する納税義務者に対して課

する均等割の額は，前条第１項の額からそれぞれ当該各号に掲げる額を減額

したものとする。 

(１) 均等割を納付する義務がある同一生計配偶者又は扶養親族 １，５０

０円 

(１) 均等割を納付する義務がある同一生計配偶者又は扶養親族（年齢１６

歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。） １，５００円 

(２) （省 略） (２) （省 略） 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第２２条の２ 所得割の納税義務者が，前年中に法第３１４条の７第１項第１ 第２２条の２ 所得割の納税義務者が，前年中に法第３１４条の７第１項第１
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

号若しくは第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金（市内に事務所又は

事業所を有する法人又は団体に対するものに限る。）を支出した場合には，

同項に規定するところにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条

第２項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては，当該控除

すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」と

いう。）をその者の第２０条及び前条の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除するものとする。この場合において，当該控除額が当該所得割の額を

超えるときは，当該控除額は，当該所得割の額に相当する金額とする。 

号若しくは第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金（市内に事務所又は

事業所を有する法人又は団体に対するものに限る。）を支出した場合には，

同項に規定するところにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条

第２項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては，当該控除

すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下この項において「控除額」と

いう。）をその者の第２０条及び前条の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除するものとする。この場合において，当該控除額が当該所得割の額を

超えるときは，当該控除額は，当該所得割の額に相当する金額とする。 

(１) （省 略） (１) （省 略） 

(２) 所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第２１７条第１号に規定

する独立行政法人に対する寄附金（当該法人の主たる目的である業務に関

連するものに限る。） 

(２) 所得税法施行令（昭和４０年政令第９６号）第２１７条第１号に規定

する独立行政法人に対する寄附金（出資に関する業務に充てられることが

明らかなものを除き，当該法人の主たる目的である業務に関連するものに

限る。） 

(３) 所得税法施行令第２１７条第１号の２に規定する地方独立行政法人

に対する寄附金（当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限

る。） 

(３) 所得税法施行令第２１７条第１号の２に規定する地方独立行政法人

に対する寄附金（出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除

き，当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

(４) 所得税法施行令第２１７条第２号に規定する法人に対する寄附金（法

第３１４条の７第１項第２号に掲げるものを除き，当該法人の主たる目的

である業務に関連するものに限る。） 

(４) 所得税法施行令第２１７条第２号に規定する法人に対する寄附金（法

第３１４条の７第１項第２号に掲げるもの及び出資に関する業務に充て

られることが明らかなものを除き，当該法人の主たる目的である業務に関

連するものに限る。） 

(５) 所得税法施行令第２１７条第３号に規定する公益社団法人及び公益

財団法人（所得税法施行令の一部を改正する政令（平成２０年政令第１５

５号）附則第１３条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされ

る同令による改正前の所得税法施行令第２１７条第１項第２号及び第３

(５) 所得税法施行令第２１７条第３号に規定する公益社団法人及び公益

財団法人（所得税法施行令の一部を改正する政令（平成２０年政令第１５

５号）附則第１３条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされ

る同令による改正前の所得税法施行令第２１７条第１項第２号及び第３
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

号に規定する民法法人を含む。）に対する寄附金（当該法人の主たる目的

である業務に関連するものに限る。） 

号に規定する民法法人を含む。）に対する寄附金（出資に関する業務に充

てられることが明らかなものを除き，当該法人の主たる目的である業務に

関連するものに限る。） 

(６) 所得税法施行令第２１７条第４号に規定する学校法人に対する寄附

金（当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

(６) 所得税法施行令第２１７条第４号に規定する学校法人に対する寄附

金（出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き，当該法人

の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

(７) 所得税法施行令第２１７条第５号に規定する社会福祉法人に対する

寄附金（法第３１４条の７第１項第２号に掲げるものを除き，当該法人の

主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

(７) 所得税法施行令第２１７条第５号に規定する社会福祉法人に対する

寄附金（法第３１４条の７第１項第２号に掲げるもの及び出資に関する業

務に充てられることが明らかなものを除き，当該法人の主たる目的である

業務に関連するものに限る。） 

(８) 所得税法施行令第２１７条第６号に規定する更生保護法人に対する

寄附金（当該法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

(８) 所得税法施行令第２１７条第６号に規定する更生保護法人に対する

寄附金（出資に関する業務に充てられることが明らかなものを除き，当該

法人の主たる目的である業務に関連するものに限る。） 

(９) 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１８の２第２

項に規定する特定非営利活動に関する寄附金（その寄附をした者に特別の

利益が及ぶと認められるものを除く。） 

(９) 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１８の２第２

項に規定する特定非営利活動に関する寄附金（その寄附をした者に特別の

利益が及ぶと認められるもの及び出資に関する業務に充てられることが

明らかなものを除く。） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） （個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書） 

第２８条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する

申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって，

扶養親族（控除対象扶養親族を除く。）を有する者（以下この条において「公

第２８条の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する

申告書を提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって，

扶養親族（年齢１６歳未満の者に限る。）を有する者（以下この条において
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

的年金等受給者」という。）で市内に住所を有するものは，当該申告書の提

出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等

の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」という。）から毎年最

初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに，法施行規則で定めるところ

により，次に掲げる事項を記載した申告書を，当該公的年金等支払者を経由

して，市長に提出しなければならない。 

「公的年金等受給者」という。）で市内に住所を有するものは，当該申告書

の提出の際に経由すべき所得税法第２０３条の６第１項に規定する公的年

金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」という。）から毎

年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに，法施行規則で定めると

ころにより，次に掲げる事項を記載した申告書を，当該公的年金等支払者を

経由して，市長に提出しなければならない。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

２～５ （省 略） ２～５ （省 略） 

附 則 附 則 

（個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） （個人の市民税の所得割の非課税の範囲等） 

第５条 当分の間，市民税の所得割を課すべき者のうち，その者の前年の所得

について第１８条の規定により算定した総所得金額，退職所得金額及び山林

所得金額の合計額が，３５０，０００円にその者の同一生計配偶者及び扶養

親族の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１００，０００円を加算した金

額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には，当該金額に３

２０，０００円を加算した金額）以下である者に対しては，第１４条第１項

の規定にかかわらず，市民税の所得割（分離課税に係る所得割を除く。）を

課さない。 

第５条 当分の間，市民税の所得割を課すべき者のうち，その者の前年の所得

について第１８条の規定により算定した総所得金額，退職所得金額及び山林

所得金額の合計額が，３５０，０００円にその者の同一生計配偶者及び扶養

親族（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項におい

て同じ。）の数に１を加えた数を乗じて得た金額に１００，０００円を加算

した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合には，当該金

額に３２０，０００円を加算した金額）以下である者に対しては，第１４条

第１項の規定にかかわらず，市民税の所得割（分離課税に係る所得割を除

く。）を課さない。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

（特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） （特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例） 

第６条 平成３０年度から令和４年度までの各年度分の個人の市民税に限り，

法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第１９条の規定に

第６条 平成３０年度から令和９年度までの各年度分の個人の市民税に限り，

法附則第４条の４第３項の規定に該当する場合における第１９条の規定に
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

よる控除については，その者の選択により，同条中「同条第１項」とあるの

は「同条第１項（第２号を除く。）」と，「まで」とあるのは「まで並びに

法附則第４条の４第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４条

の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」として，同条の規定を適用する

ことができる。 

よる控除については，その者の選択により，同条中「同条第１項」とあるの

は「同条第１項（第２号を除く。）」と，「まで」とあるのは「まで並びに

法附則第４条の４第３項の規定により読み替えて適用される法第３１４条

の２第１項（第２号に係る部分に限る。）」として，同条の規定を適用する

ことができる。 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の固定資産税の

特例） 

（市街化区域農地に対して課する平成６年度以降の各年度分の固定資産税の

特例） 

第１９条 市街化区域農地に係る平成６年度以降の各年度分の固定資産税に

限り，平成５年度に係る賦課期日に所在する市街化区域農地に対して課する

固定資産税の額は，前条の規定にかかわらず，当該市街化区域農地の固定資

産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額を課税標準となるべき額と

した場合における税額とする。ただし，当該市街化区域農地のうち平成５年

度適用市街化区域農地以外の市街化区域農地に対して課する次の表の左欄

に掲げる各年度分の固定資産税の額は，当該市街化区域農地の当該各年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に同表の右欄に掲

げる率を乗じて得た額を課税標準となるべき額とした場合の税額とする。 

第１９条 市街化区域農地に係る平成６年度以降の各年度分の固定資産税に

限り，平成５年度に係る賦課期日に所在する市街化区域農地に対して課する

固定資産税の額は，前条の規定にかかわらず，当該市街化区域農地の固定資

産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額を課税標準となるべき額と

した場合における税額とする。ただし，当該市街化区域農地のうち平成５年

度適用市街化区域農地以外の市街化区域農地に対して課する次の表の左欄

に掲げる各年度分の固定資産税の額は，当該市街化区域農地の当該各年度分

の固定資産税の課税標準となるべき価格の３分の１の額に同表の右欄に掲

げる率を乗じて得た額を課税標準となるべき額とした場合における税額と

する。 

次の表 （省 略） 次の表 （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） （軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第３１条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当

該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項か

ら第５項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算

して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割

第３１条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当

該軽自動車が最初の法第４４４条第３項に規定する車両番号の指定（次項か

ら第８項までにおいて「初回車両番号指定」という。）を受けた月から起算

して１４年を経過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

に係る第８９条の規定の適用については，当分の間，次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

に係る第８９条の規定の適用については，当分の間，次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

次の表 （省 略） 次の表 （省 略） 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に

対する第８９条の規定の適用については，当該軽自動車が平成３１年４月１

日から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該軽自動車が令和２年４月１

日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には

令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に

対する第８９条の規定の適用については，当該軽自動車が令和２年４月１日

から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

次の表 （省 略） 次の表 （省 略） 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第

３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン

軽自動車」という。）のうち３輪以上のものに対する第８９条の規定の適用

については，当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月

３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自

動車税の種別割に限り，当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和

３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度

分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第

３号に規定するガソリン軽自動車（以下この条において「ガソリン軽自動車」

という。）のうち３輪以上のものに対する第８９条の規定の適用については，

当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの

間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の種別

割に限り，次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

次の表 （省 略） 次の表 （省 略） 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のう

ち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のう

ち３輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

９条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日

から令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令

和２年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該ガソリン軽自動車が令和２年

４月１日から令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同

条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

９条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日か

ら令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和

３年度分の軽自動車税の種別割に限り，次の表の左欄に掲げる同条の規定中

同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

次の表 （省 略） 次の表 （省 略） 

５ （省 略） ５ （省 略） 

 ６ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車（自

家用の乗用のものを除く。）に対する第８９条の規定の適用については，当

該軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り，当

該軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車

両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り，第

２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ

同表の右欄に掲げる字句とする。 

 ７ 法附則第３０条第７項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動

車（営業用の乗用のものに限る。）に対する第８９条の規定の適用について

は，当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種

別割に限り，当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日から令和５年３月３

１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和５年度分の軽自動

車税の種別割に限り，第３項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

14



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 ８ 法附則第３０条第８項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動

車（前項の規定の適用を受けるものを除き，営業用の乗用のものに限る。）

に対する第８９条の規定の適用については，当該ガソリン軽自動車が令和３

年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り，当該ガソリン軽自動車

が令和４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り，第４項の表の

左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） （軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第３２条 市長は，軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し，３輪以上の軽自動

車が前条第２項から第５項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車

に該当するかどうかの判断をするときは，国土交通大臣の認定等（法附則第

３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同

じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

第３２条 市長は，軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し，３輪以上の軽自動

車が前条第２項から第８項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動車

に該当するかどうかの判断をするときは，国土交通大臣の認定等（法附則第

３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において同

じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

（特別土地保有税の課税の特例） （特別土地保有税の課税の特例） 

第３４条 附則第１６条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附

則第１４条第２号に掲げる宅地等をいうものとし，法第３４９条の３，第３

４９条の３の２又は附則第１５条の規定の適用がある宅地等を除く。）に対

して課する平成３０年度から令和２年度までの各年度分の特別土地保有税

については，第１１２条第１号中「当該年度分の固定資産税の課税標準とな

るべき価格」とあるのは，「当該年度分の固定資産税に係る附則第１６条第

第３４条 附則第１６条第１項から第５項までの規定の適用がある宅地等（附

則第１４条第２号に掲げる宅地等をいうものとし，法第３４９条の３，第３

４９条の３の２又は附則第１５条の規定の適用がある宅地等を除く。）に対

して課する令和３年度から令和５年度までの各年度分の特別土地保有税に

ついては，第１１２条第１号中「当該年度分の固定資産税の課税標準となる

べき価格」とあるのは，「当該年度分の固定資産税に係る附則第１６条第１
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

１項から第５項までに規定する課税標準となるべき額」とする。 項から第５項までに規定する課税標準となるべき額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成１

８年１月１日から令和３年３月３１日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については，第１１２条第２号中「不動産取得税の課税標

準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法

附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における課税

標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし，「法施行

令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあるのは「法施行令第５４条の

３８第１項に規定する価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

２ 法附則第１１条の５第１項に規定する宅地評価土地の取得のうち平成１

８年１月１日から令和６年３月３１日までの間にされたものに対して課す

る特別土地保有税については，第１１２条第２号中「不動産取得税の課税標

準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課税標準となるべき価格（法

附則第１１条の５第１項の規定の適用がないものとした場合における課税

標準となるべき価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とし，「法施行

令第５４条の３８第１項に規定する価格」とあるのは「法施行令第５４条の

３８第１項に規定する価格（法附則第１１条の５第１項の規定の適用がない

ものとした場合における価格をいう。）に２分の１を乗じて得た額」とする。 

３～５ （省 略） ３～５ （省 略） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第５２条 （省 略） 第５２条 （省 略） 

 ２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感染症

特例法第６条の２第１項の規定の適用を受けた場合における附則第８条の

２の２第１項の規定の適用については，同項中「令和１５年度」とあるのは

「令和１７年度」と，「令和３年」とあるのは「令和４年」とする。 

第２条 豊中市市税条例の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（法人の市民税の申告納付） （法人の市民税の申告納付） 

第４４条 （省 略） 第４４条 （省 略） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

２～８ （省 略） ２～８ （省 略） 

９ 法第３２１条の８第５２項に規定する特定法人である内国法人は，第１項

の規定により，納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告

については，同項の規定にかかわらず，同条第５２項及び法施行規則で定め

るところにより，納税申告書に記載すべきものとされている事項（次項及び

第１１項において「申告書記載事項」という。）を，法第７６２条第１号に

規定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し，かつ，地方税共同機

構（第１１項において「機構」という。）を経由して行う方法により市長に

提供することにより，行わなければならない。 

９ 法第３２１条の８第６０項に規定する特定法人である内国法人は，第１項

の規定により，納税申告書により行うこととされている法人の市民税の申告

については，同項の規定にかかわらず，同条第６０項及び法施行規則で定め

るところにより，納税申告書に記載すべきものとされている事項（次項及び

第１１項において「申告書記載事項」という。）を，法第７６２条第１号に

規定する地方税関係手続用電子情報処理組織を使用し，かつ，地方税共同機

構（第１１項において「機構」という。）を経由して行う方法により市長に

提供することにより，行わなければならない。 

10～14 （省 略） 10～14 （省 略） 

15 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき，法第３２１条の

８第６１項の処分又は前項の届出書の提出があったときは，これらの処分又

は届出書の提出があった日の翌日以後の第１２項前段の期間内に行う第９

項の申告については，第１２項前段の規定は適用しない。ただし，当該内国

法人が，同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは，この限りでない。 

15 第１２項前段の規定の適用を受けている内国法人につき，法第３２１条の

８第６９項の処分又は前項の届出書の提出があったときは，これらの処分又

は届出書の提出があった日の翌日以後の第１２項前段の期間内に行う第９

項の申告については，第１２項前段の規定は適用しない。ただし，当該内国

法人が，同日以後新たに同項前段の承認を受けたときは，この限りでない。 

16 （省 略） 16 （省 略） 

（法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） （法人の市民税に係る不足税額の納付の手続） 

第４５条 （省 略） 第４５条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 第２項の場合において，納付すべき税額を増加させる更正（これに類する

ものを含む。以下この項において「増額更正」という。）があったとき（当

該増額更正に係る市民税について法第３２１条の８第１項，第２項又は第３

１項に規定する申告書（以下この項において「当初申告書」という。）が提

４ 第２項の場合において，納付すべき税額を増加させる更正（これに類する

ものを含む。以下この項において「増額更正」という。）があったとき（当

該増額更正に係る市民税について法第３２１条の８第１項，第２項又は第３

１項に規定する申告書（以下この項において「当初申告書」という。）が提
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

出されており，かつ，当該当初申告書の提出により納付すべき税額を減少さ

せる更正（これに類するものを含む。以下この項において「減額更正」とい

う。）があった後に，当該増額更正があったときに限る。）は，当該増額更

正により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額（還付金の額に相当す

る税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限る。）については，

前項の規定にかかわらず，次に掲げる期間（偽りその他不正の行為により市

民税を免れた法人についてされた当該増額更正により納付すべき市民税又

は法施行令第４８条の１５の５第４項に規定する市民税にあっては，第１号

に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

出されており，かつ，当該当初申告書の提出により納付すべき税額を減少さ

せる更正（これに類するものを含む。以下この項において「減額更正」とい

う。）があった後に，当該増額更正があったときに限る。）は，当該増額更

正により納付すべき税額（当該当初申告書に係る税額（還付金の額に相当す

る税額を含む。）に達するまでの部分に相当する税額に限る。）については，

前項の規定にかかわらず，次に掲げる期間（偽りその他不正の行為により市

民税を免れた法人についてされた当該増額更正により納付すべき市民税又

は法施行令第４８条の１５の４第４項に規定する市民税にあっては，第１号

に掲げる期間に限る。）を延滞金の計算の基礎となる期間から控除する。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

（法人の市民税に係る納期限の延長の場合の延滞金） （法人の市民税に係る納期限の延長の場合の延滞金） 

第４７条 （省 略） 第４７条 （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

３ 第４５条第４項の規定は，第１項の延滞金額について準用する。この場合

において，同条第４項中「前項の規定にかかわらず，次に掲げる期間（偽り

その他不正の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正

により納付すべき市民税又は法施行令第４８条の１５の５第４項に規定す

る市民税にあっては，第１号に掲げる期間に限る。）」とあるのは，「当該

当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が第４７

条第１項の法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過し

た日より前である場合には，同日）から第４７条第１項の申告書の提出期限

までの期間」と読み替えるものとする。 

３ 第４５条第４項の規定は，第１項の延滞金額について準用する。この場合

において，同条第４項中「前項の規定にかかわらず，次に掲げる期間（偽り

その他不正の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正

により納付すべき市民税又は法施行令第４８条の１５の４第４項に規定す

る市民税にあっては，第１号に掲げる期間に限る。）」とあるのは，「当該

当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日（その日が第４７

条第１項の法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後２月を経過し

た日より前である場合には，同日）から第４７条第１項の申告書の提出期限

までの期間」と読み替えるものとする。 

附 則 附 則 

（納期限の延長に係る延滞金の特例） （納期限の延長に係る延滞金の特例） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第４条 当分の間，日本銀行法（平成９年法律第８９号）第１５条第１項第１

号の規定により定められる商業手形の基準割引率が年５．５パーセントを超

えて定められる日からその後年５．５パーセント以下に定められる日の前日

までの期間（当該期間内に前条第２項の規定により第４７条第１項及び第４

項に規定する延滞金の割合を前条第２項に規定する加算した割合とする年

に含まれる期間がある場合には，当該期間を除く。以下この項において「特

例期間」という。）内（法人税法第７５条の２第１項（同法第１４４条の８

において準用する場合を含む。）の規定により延長された法第３２１条の８

第１項に規定する申告書の提出期限又は法人税法第８１条の２４第１項の

規定により延長された法第３２１条の８第４項に規定する申告書の提出期

限が当該年５．５パーセント以下に定められる日以後に到来することとなる

市民税に係る申告基準日が特例期間内に到来する場合における当該市民税

に係る第４７条の規定による延滞金にあっては，当該年５．５パーセントを

超えて定められる日から当該延長された申告書の提出期限までの期間内）

は，特例期間内にその申告基準日の到来する市民税に係る第４７条第１項及

び第４項に規定する延滞金の年７．３パーセントの割合は，これらの規定及

び前条第２項の規定にかかわらず，当該年７．３パーセントの割合と当該申

告基準日における当該商業手形の基準割引率のうち年５．５パーセントの割

合を超える部分の割合を年０．２５パーセントの割合で除して得た数を年

０．７３パーセントの割合に乗じて計算した割合とを合計した割合（当該合

計した割合が年１２．７７５パーセントの割合を超える場合には，年１２．

７７５パーセントの割合）とする。 

第４条 当分の間，日本銀行法（平成９年法律第８９号）第１５条第１項第１

号の規定により定められる商業手形の基準割引率が年５．５パーセントを超

えて定められる日からその後年５．５パーセント以下に定められる日の前日

までの期間（当該期間内に前条第２項の規定により第４７条第１項に規定す

る延滞金の割合を前条第２項に規定する加算した割合とする年に含まれる

期間がある場合には，当該期間を除く。以下この項において「特例期間」と

いう。）内（法人税法第７５条の２第１項（同法第１４４条の８において準

用する場合を含む。）の規定により延長された法第３２１条の８第１項に規

定する申告書の提出期限が当該年５．５パーセント以下に定められる日以後

に到来することとなる市民税に係る申告基準日が特例期間内に到来する場

合における当該市民税に係る第４７条の規定による延滞金にあっては，当該

年５．５パーセントを超えて定められる日から当該延長された申告書の提出

期限までの期間内）は，特例期間内にその申告基準日の到来する市民税に係

る第４７条第１項に規定する延滞金の年７．３パーセントの割合は，これら

の規定及び前条第２項の規定にかかわらず，当該年７．３パーセントの割合

と当該申告基準日における当該商業手形の基準割引率のうち年５．５パーセ

ントの割合を超える部分の割合を年０．２５パーセントの割合で除して得た

数を年０．７３パーセントの割合に乗じて計算した割合とを合計した割合

（当該合計した割合が年１２．７７５パーセントの割合を超える場合には，

年１２．７７５パーセントの割合）とする。 

２ 前項に規定する申告基準日とは，法人税額の課税標準の算定期間又は法第

３２１条の８第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間の末日

２ 前項に規定する申告基準日とは，法人税額の課税標準の算定期間の末日後

２月を経過した日の前日（その日が民法第１４２条に規定する休日又は法施

19



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

後２月を経過した日の前日（その日が民法第１４２条に規定する休日又は法

施行令第６条の１８第２項に規定する日に該当するときは，これらの日の翌

日）をいう。 

行令第６条の１８第２項に規定する日に該当するときは，これらの日の翌

日）をいう。 

（固定資産評価審査委員会条例の一部改正） 

第３条 固定資産評価審査委員会条例（昭和２６年豊中市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（審査の申出） （審査の申出） 

第４条 （省 略） 第４条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 審査申出書には，審査申出人（審査申出人が法人その他の社団又は財団で

あるときは代表者又は管理人，総代を互選したときは総代，代理人によって

審査の申出をするときは代理人）が押印しなければならない。 

 

５・６ （省 略） ４・５ （省 略） 

（口頭審理） （口頭審理） 

第８条 （省 略） 第８条 （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

５ 前項の口述書には，次に掲げる事項を記載し，提出者が署名押印しなけれ

ばならない。 

５ 前項の口述書には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

６～８ （省 略） ６～８ （省 略） 

附 則 
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（施行期日） 

第１条 この条例は，公布の日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定める日から施行する。 

(１) 第１条中豊中市市税条例第２２条の２第１項の改正規定及び同条例附則第６条の改正規定並びに次条第１項の規定 令和４年１月１日 

(２) 第２条及び附則第３条の規定 令和４年４月１日 

(３) 第１条中豊中市市税条例第１５条第２項，第１７条第１号及び第２８条の３第１項の改正規定並びに同条例附則第５条第１項の改正規定並びに次条第２

項の規定 令和６年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の豊中市市税条例（以下「新条例」という。）第２２条の２第１項の規定は，所得割の納税義務者が令和３年４月１日以後に

支出する同項に規定する寄附金について適用し，所得割の納税義務者が同日前に支出した第１条の規定による改正前の豊中市市税条例第２２条の２第１項に規

定する寄附金については，なお従前の例による。 

２ 新条例第１５条第２項，第１７条第１号及び第２８条の３第１項並びに新条例附則第５条第１項の規定は，令和６年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し，令和５年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

第３条 第２条の規定による改正後の豊中市市税条例の規定中法人の市民税に関する部分は，附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日（以下この条において「２

号施行日」という。）以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改

正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号。以下この条において「４年旧法人税法」という。）第２条第１２号の７に規定する連結

子法人（次項において「連結子法人」という。）の連結親法人事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人事業年度をいう。次項にお

いて同じ。）が２号施行日前に開始した事業年度を除く。）分の法人の市民税について適用する。 

２ ２号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が２号施行日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び２号施行日前に開

始した連結事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事業年度をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度が

２号施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市民税については，なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は，令和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し，令和２年度分までの軽自動車税の

種別割については，なお従前の例による。 
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市 議 案 第 ６ ０ 号  
豊 中 市 諸 収 入 金 の 督 促 ， 延 滞 金 及 び 過 料 に 関 す る

条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 諸 収 入 金 の 督 促 ， 延 滞 金 及 び 過 料 に 関 す る 条 例 等 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ６ 月 ２ 日 提 出         
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  
 延 滞 金 の 額 の 計 算 方 法 そ の 他 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提

案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市諸収入金の督促，延滞金及び過料に関する条例等の一部を改正する条例 

（豊中市諸収入金の督促，延滞金及び過料に関する条例の一部改正） 

第１条 豊中市諸収入金の督促，延滞金及び過料に関する条例（昭和４０年豊中市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（延滞金） （延滞金） 

第３条 前条第１項の規定により督促を受けた者が，諸収入金を納付する場合

においては，その諸収入金の額に，その納期限の翌日から納付の日までの期

間に応じ，当該金額が２，０００円以上（１，０００円未満の端数があると

きは，その端数は切り捨てる。）であるときは，当該金額につき年１４．６

パーセント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの期間について

は，年７．３パーセント）の割合を乗じて計算して得た金額に相当する延滞

金の額を諸収入金と同時に徴収する。ただし，延滞金額に１０円未満の端数

があるとき，又はその全額が１０円未満であるときは，その端数金額又はそ

の全額は徴収しない。 

第３条 前条第１項の規定により督促を受けた者は，納期限後にその諸収入金

を納付する場合においては，その諸収入金の額に，その納期限の翌日から納

付の日までの期間に応じ，当該金額が２，０００円以上（１，０００円未満

の端数があるときは，その端数は切り捨てる。）であるときは，当該金額に

つき年１４．６パーセント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの

期間については，年７．３パーセント）の割合を乗じて計算して得た金額に

相当する延滞金の額を加算して納付しなければならない。ただし，延滞金の

確定金額に１００円未満の端数がある場合におけるその端数金額又は延滞

金の確定金額が１，０００円未満である場合におけるその確定金額について

は，この限りでない。 

２ （省 略） ２ （省 略） 

（延滞金の減免） （延滞金の減免） 

第４条 市長は，納付義務者が納期限までにその諸収入金を納付しなかったこ

とについてやむをえない理由があると認める場合は，前条に規定する延滞金

額を減免することができる。 

第４条 市長は，納付義務者が納期限までにその諸収入金を納付しなかったこ

とについてやむを得ない理由があると認める場合は，前条第１項に規定する

延滞金を減免することができる。 

附 則 附 則 

１・２ （省 略） １・２ （省 略） 

23



（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

３ 当分の間，第３条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合

及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の特例基

準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３

条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した

割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には，その年（以下この項において「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては，年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準

割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割

合とし，年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割

合を超える場合には，年７．３パーセントの割合）とする。 

３ 当分の間，第３条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合

及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の延滞金

特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合

を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセント

の割合に満たない場合には，その年中においては，年１４．６パーセントの

割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの

割合を加算した割合とし，年７．３パーセントの割合にあっては当該延滞金

特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３パーセントの割合）

とする。 

（豊中市国民健康保険条例の一部改正） 

第２条 豊中市国民健康保険条例（昭和３５年豊中市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（延滞金） （延滞金） 

第２１条 保険料の納付義務者は，納期限後にその保険料を納付する場合にお

いては，当該納付金額に，その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数

に応じ，当該金額が２，０００円以上（１，０００円未満の端数があるとき

は，その端数は切り捨てる。）であるときは，当該金額につき年１４．６パ

ーセント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの期間については年

７．３パーセント）の割合をもって計算して得た金額に相当する延滞金の額

を加算して納付しなければならない。ただし，延滞金の額が１０円未満であ

第２１条 保険料の納付義務者は，納期限後にその保険料を納付する場合にお

いては，当該納付金額に，その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数

に応じ，当該金額が２，０００円以上（１，０００円未満の端数があるとき

は，その端数は切り捨てる。）であるときは，当該金額につき年１４．６パ

ーセント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの期間については年

７．３パーセント）の割合をもって計算して得た金額に相当する延滞金の額

を加算して納付しなければならない。ただし，延滞金の確定金額に１００円
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

る場合においては，この限りでない。 未満の端数がある場合におけるその端数金額又は延滞金の確定金額が１，０

００円未満である場合におけるその確定金額については，この限りでない。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

附 則 附 則 

１～10 （省 略） １～10 （省 略） 

11 当分の間，第２１条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割

合及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の特例

基準割合（当該年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示

された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項にお

いて同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，その年（以

下この項において「特例基準割合適用年」という。）中においては，年１４．

６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準

割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割

合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．

３パーセントの割合）とする。 

11 当分の間，第２１条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割

合及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の延滞

金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法第９３条第２項に規定する

平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以

下この項において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，

その年中においては，年１４．６パーセントの割合にあってはその年におけ

る延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，年

７．３パーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には，年７．３パーセントの割合）とする。 

12～17 （省 略） 12～17 （省 略） 

（豊中市介護保険条例の一部改正） 

第３条 豊中市介護保険条例（平成１２年豊中市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（延滞金） （延滞金） 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

第１０条 法第１３２条の規定により普通徴収に係る保険料の納付義務を負

う者（以下「保険料の納付義務者」という。）は，納期限後にその保険料を

納付する場合においては，当該納付金額に，その納期限の翌日から納付の日

までの期間の日数に応じ，当該金額が２，０００円以上（１，０００円未満

の端数があるときは，その端数は切り捨てる。）であるときは，当該金額に

つき年１４．６パーセント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの

期間については年７．３パーセント）の割合をもって計算して得た金額に相

当する延滞金の額を加算して納付しなければならない。ただし，延滞金の額

が１０円未満である場合においては，この限りでない。 

第１０条 法第１３２条の規定により普通徴収に係る保険料の納付義務を負

う者（以下「保険料の納付義務者」という。）は，納期限後にその保険料を

納付する場合においては，当該納付金額に，その納期限の翌日から納付の日

までの期間の日数に応じ，当該金額が２，０００円以上（１，０００円未満

の端数があるときは，その端数は切り捨てる。）であるときは，当該金額に

つき年１４．６パーセント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの

期間については年７．３パーセント）の割合をもって計算して得た金額に相

当する延滞金の額を加算して納付しなければならない。ただし，延滞金の確

定金額に１００円未満の端数がある場合におけるその端数金額又は延滞金

の確定金額が１，０００円未満である場合におけるその確定金額について

は，この限りでない。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

附 則 附 則 

１～10 （省 略） １～10 （省 略） 

11 当分の間，第１０条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割

合及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の特例

基準割合（当該年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示

された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下この項にお

いて同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，その年（以

下この項において「特例基準割合適用年」という。）中においては，年１４．

６パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基準

割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，年７．３パーセント

の割合にあっては当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割

合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．

11 当分の間，第１０条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割

合及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の延滞

金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法第９３条第２項に規定する

平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以

下この項において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，

その年中においては，年１４．６パーセントの割合にあってはその年におけ

る延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，年

７．３パーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を

超える場合には，年７．３パーセントの割合）とする。 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

３パーセントの割合）とする。 

12～18 （省 略） 12～18 （省 略） 

（豊中市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第４条 豊中市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年豊中市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（延滞金） （延滞金） 

第５条 法第１０８条の規定により普通徴収に係る保険料の納付義務を負う

者（以下「保険料の納付義務者」という。）は，納期限後にその保険料を納

付する場合においては，当該納付金額に，その納期限の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ，当該金額が２，０００円以上（１，０００円未満の

端数があるときは，その端数は切り捨てる。）であるときは，当該金額につ

き年１４．６パーセント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの期

間については年７．３パーセント）の割合をもって計算して得た金額に相当

する延滞金の額を加算して納付しなければならない。ただし，延滞金の額が

１０円未満である場合においては，この限りでない。 

第５条 法第１０８条の規定により普通徴収に係る保険料の納付義務を負う

者（以下「保険料の納付義務者」という。）は，納期限後にその保険料を納

付する場合においては，当該納付金額に，その納期限の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ，当該金額が２，０００円以上（１，０００円未満の

端数があるときは，その端数は切り捨てる。）であるときは，当該金額につ

き年１４．６パーセント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの期

間については年７．３パーセント）の割合をもって計算して得た金額に相当

する延滞金の額を加算して納付しなければならない。ただし，延滞金の確定

金額に１００円未満の端数がある場合におけるその端数金額又は延滞金の

確定金額が１，０００円未満である場合におけるその確定金額については，

この限りでない。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

附 則 附 則 

１ （省 略） １ （省 略） 

２ 当分の間，第５条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合 ２ 当分の間，第５条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の特例基

準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３

条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した

割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には，その年（以下この項において「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては，年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準

割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割

合とし，年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割

合を超える場合には，年７．３パーセントの割合）とする。 

及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の延滞金

特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合

を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセント

の割合に満たない場合には，その年中においては，年１４．６パーセントの

割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．３パーセントの

割合を加算した割合とし，年７．３パーセントの割合にあっては当該延滞金

特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には，年７．３パーセントの割合）

とする。 

３ （省 略） ３ （省 略） 

（北部大阪都市計画下水道事業受益者負担に関する条例の一部改正） 

第５条 北部大阪都市計画下水道事業受益者負担に関する条例（昭和５４年豊中市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（延滞金） （延滞金） 

第１２条 管理者は，受益者が納期限後にその負担金を納付する場合において

は，当該納付金額に，その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応

じ，当該金額が２，０００円以上（１，０００円未満の端数があるときは，

その端数は切り捨てる。）であるときは，当該金額につき年１４．５パーセ

ント（当該納期限の翌日から３月を経過する日までの期間については年７．

２５パーセント）の割合をもって計算して得た金額に相当する延滞金を加算

して徴収するものとする。ただし，延滞金の額に１０円未満の端数があると

第１２条 受益者は，納期限後にその負担金を納付する場合においては，当該

納付金額に，その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ，当該

金額が２，０００円以上（１，０００円未満の端数があるときは，その端数

は切り捨てる。）であるときは，当該金額につき年１４．５パーセント（当

該納期限の翌日から３月を経過する日までの期間については年７．２５パー

セント）の割合をもって計算して得た金額に相当する延滞金の額を加算して

納付しなければならない。ただし，延滞金の確定金額に１００円未満の端数
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

き，又はその全額が１０円未満であるときは，その端数金額又はその全額は

徴収しない。 

がある場合におけるその端数金額又は延滞金の確定金額が１，０００円未満

である場合におけるその確定金額については，この限りでない。 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

附 則 附 則 

１～３ （省 略） １～３ （省 略） 

４ 当分の間，第１２条第１項に規定する延滞金の年１４．５パーセントの割

合及び年７．２５パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の特

例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算

した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．２５パーセントの割

合に満たない場合には，その年（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）中においては，年１４．５パーセントの割合にあっては当該特例

基準割合適用年における特例基準割合に年７．２５パーセントの割合を加算

した割合とし，年７．２５パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に

年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．２５パー

セントの割合を超える場合には，年７．２５パーセントの割合）とする。 

４ 当分の間，第１２条第１項に規定する延滞金の年１４．５パーセントの割

合及び年７．２５パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の延

滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの

割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．２５パー

セントの割合に満たない場合には，その年中においては，年１４．５パーセ

ントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．２５パー

セントの割合を加算した割合とし，年７．２５パーセントの割合にあっては

当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算

した割合が年７．２５パーセントの割合を超える場合には，年７．２５パー

セントの割合）とする。 

附 則 

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。ただし，第１条中豊中市諸収入金の督促，延滞金及び過料に関する条例附則第３項の改正規定，第２条中豊中

市国民健康保険条例附則第１１項の改正規定，第３条中豊中市介護保険条例附則第１１項の改正規定，第４条中豊中市後期高齢者医療に関する条例附則第２項

の改正規定及び第５条中北部大阪都市計画下水道事業受益者負担に関する条例附則第４項の改正規定は，公布の日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の豊中市諸収入金の督促，延滞金及び過料に関する条例第３条第１項，第２条の規定による改正後の豊中市国民健康保険条例第２

１条第１項，第３条の規定による改正後の豊中市介護保険条例第１０条第１項，第４条の規定による改正後の豊中市後期高齢者医療に関する条例第５条第１項

及び第５条の規定による改正後の北部大阪都市計画下水道事業受益者負担に関する条例第１２条第１項の規定は，この条例の施行の日以後に額が確定する延滞
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金について適用し，同日前に額が確定する延滞金については，なお従前の例による。 
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市 議 案 第 ６ １ 号  
豊 中 市 児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準

を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い

て  
 豊 中 市 児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条

例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ６ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

児 童 福 祉 施 設 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 の 改 正 に 伴 い ， 所

要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  

31



豊中市条例第  号 

豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

豊中市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第５９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

目次 目次 

第１章～第４章 （省 略）  第１章～第４章 （省 略） 

 第５章 雑則（第４１条） 

附則 附則 

（母子生活支援施設の長の資格等） （母子生活支援施設の長の資格等） 

第２７条 母子生活支援施設の長は，次の各号のいずれかに該当し，かつ，児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以

下「基準省令」という。）第２７条の２第１項の厚生労働大臣が指定する者

が行う母子生活支援施設の運営に関し必要な知識を習得させるための研修

を受けた者であって，人格が高潔で識見が高く，母子生活支援施設を適切に

運営する能力を有するものでなければならない。 

第２７条 母子生活支援施設の長は，次の各号のいずれかに該当し，かつ，児

童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以

下「基準省令」という。）第２７条の２第１項の厚生労働大臣が指定する者

が行う母子生活支援施設の運営に関し必要な知識を習得させるための研修

を受けた者であって，人格が高潔で識見が高く，母子生活支援施設を適切に

運営する能力を有するものでなければならない。 

(１)～(３) （省 略） (１)～(３) （省 略） 

(４) 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者であ

って，次に掲げる期間の合計が３年以上であるもの又は基準省令第２７条

の２第１項第４号の厚生労働大臣が指定する講習会の課程を修了したも

の 

(４) 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者であ

って，次に掲げる期間の合計が３年以上であるもの又は基準省令第２７条

の２第１項第４号の厚生労働大臣が指定する講習会の課程を修了したも

の 

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあっては，児童福祉事業（国，都

道府県又は市町村の内部組織における児童福祉に関する事務を含む。）

に従事した期間 

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあっては，相談援助業務（国，都

道府県又は市町村の内部組織における相談援助業務を含む。）に従事し

た期間 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっては，社会福祉事業に従事

した期間 

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっては，相談援助業務に従事

した期間 

ウ （省 略） ウ （省 略） 

２ （省 略） ２ （省 略） 

 第５章 雑則 

（電磁的記録） 

第４１条 児童福祉施設及びその職員は，記録，作成その他これらに類するも

ののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，

正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）

で行うことが規定されている又は想定されるものについては，書面に代え

て，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚に

よって認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

附 則 

１ この条例は，令和３年７月１日から施行する。ただし，第２７条の改正規定及び次項の規定は，令和４年４月１日から施行する。 

２ 前項ただし書に規定する規定の施行の際現に母子生活支援施設の長として勤務している者については，この条例による改正後の豊中市児童福祉施設の設備及

び運営に関する基準を定める条例に規定する母子生活支援施設の長として勤務している者とみなす。 
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市 議 案 第 ６ ２ 号  
豊 中 市 家 庭 的 保 育 事 業 等 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る

基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 設 定 に

つ い て  
 豊 中 市 家 庭 的 保 育 事 業 等 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め

る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。 
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ６ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

家 庭 的 保 育 事 業 等 の 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 の 改 正 に 伴

い ， 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

豊中市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

目次 目次 

第１章～第５章 （省 略） 第１章～第５章 （省 略）  

 第６章 雑則（第５０条） 

附則 附則 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第７条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問

型保育事業者」という。）を除く。以下この条，次条第１項，第１５条第１

項及び第２項，第１６条第１項，第２項及び第５項，第１７条並びに第１８

条第１項から第３項まで並びに附則第３項及び附則第４項において同じ。）

は，利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ，及び家庭的保育事業

者等による保育の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教

育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定め

る学校において行われる教育をいう。第３号において同じ。）又は保育が継

続的に提供されるよう，次に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所，幼稚

園又は認定こども園（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなければ

ならない。ただし，連携施設の確保が著しく困難であると市が認める地域に

おいて家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。第１７条第２項第３

号において同じ。）を行う家庭的保育事業者等については，この限りでない。 

第７条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問

型保育事業者」という。）を除く。以下この条，次条第１項，第１５条第１

項及び第２項，第１６条第１項，第２項及び第５項，第１７条並びに第１８

条第１項から第３項まで並びに附則第３項及び附則第４項において同じ。）

は，利用乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ，及び家庭的保育事業

者等による保育の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育（教

育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に定め

る学校において行われる教育をいう。以下この条において同じ。）又は保育

が継続的に提供されるよう，次に掲げる事項（国家戦略特別区域法（平成２

５年法律第１０７号。以下「特区法」という。）第１２条の４第１項に規定

する国家戦略特別区域小規模保育事業を行う事業者（以下「国家戦略特別区

域小規模保育事業者」という。）にあっては，第１号及び第２号に掲げる事

項）に係る連携協力を行う保育所，幼稚園又は認定こども園（以下「連携施

設」という。）を適切に確保しなければならない。ただし，連携施設の確保
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

が著しく困難であると市が認める地域において家庭的保育事業等（居宅訪問

型保育事業を除く。第１７条第２項第３号において同じ。）を行う家庭的保

育事業者等については，この限りでない。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

(３) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児

（事業所内保育事業の利用乳幼児にあっては，第４３条に規定するその他

の乳児又は幼児に限る。以下この号において同じ。）を，当該保育の提供

の終了に際して，当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき，引き続き

当該連携施設において受け入れて教育又は保育を提供すること。 

(３) 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児

（事業所内保育事業の利用乳幼児にあっては，第４３条に規定するその他

の乳児又は幼児に限る。以下この号及び第４項第１号において同じ。）を，

当該保育の提供の終了に際して，当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基

づき，引き続き当該連携施設において受け入れて教育又は保育を提供する

こと。 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において，家庭的保育事業

者等は，法第５９条第１項に規定する施設のうち，次に掲げるもの（入所定

員が２０人以上のものに限る。）であって，市長が適当と認めるものを第１

項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなけれ

ばならない。 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において，家庭的保育事業

者等は，法第５９条第１項に規定する施設のうち，次に掲げるもの（入所定

員が２０人以上のものに限る。）又は特区法第１２条の４第１項に規定する

国家戦略特別区域小規模保育事業を行う事業所であって，市長が適当と認め

るものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う施設又は事業所

として適切に確保しなければならない。 

(１)・(２) （省 略） 

（家庭的保育事業所等内部の規程） 

第１９条 家庭的保育事業者等は，次に掲げる事業の運営についての重要事項

に関する規程を定めておかなければならない。 

(１)～(５) （省 略） 

(６) 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員 

 

(１)・(２) （省 略） 

（家庭的保育事業所等内部の規程） 

第１９条 家庭的保育事業者等は，次に掲げる事業の運営についての重要事項

に関する規程を定めておかなければならない。 

 (１)～(５) （省 略） 

 (６) 乳児及び幼児の区分ごとの利用定員（国家戦略特別区域小規模保育事

業者にあっては，乳児，満３歳に満たない幼児及び満３歳以上の幼児の区
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

(７)～(11) （省 略） 

分ごとの利用定員） 

 (７)～(11) （省 略） 

（職員） （職員） 

第２４条 （省 略） 第２４条 （省 略） 

２ 家庭的保育者は，市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その他の

機関が行う研修を含む。）を修了した保育士若しくは国家戦略特別区域法（平

成２５年法律第１０７号）第１２条の５第５項に規定する事業実施区域に係

る国家戦略特別区域限定保育士又は保育士と同等以上の知識及び経験を有

すると市長が認める者であって，次の各号のいずれにも該当するものとす

る。 

２ 家庭的保育者は，市長が行う研修（市長が指定する都道府県知事その他の

機関が行う研修を含む。）を修了した保育士若しくは特区法第１２条の５第

５項に規定する事業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士又は保育

士と同等以上の知識及び経験を有すると市長が認める者であって，次の各号

のいずれにも該当するものとする。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

３ （省 略） ３ （省 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 雑則 

（電磁的記録） 

第５０条 家庭的保育事業者等及びその職員は，記録，作成その他これらに類

するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，

抄本，正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識すること

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについては，書面に

代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知

覚によって認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

附 則 
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この条例は，令和３年７月１日から施行する。ただし，第７条，第１９条及び第２４条の改正規定は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ６ ３ 号  
豊 中 市 特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 及 び 特 定 地 域 型 保 育 事

業 並 び に 特 定 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 施 設 等 の 運 営 に

関 す る 基 準 を 定 め る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の

設 定 に つ い て  
 豊 中 市 特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 及 び 特 定 地 域 型 保 育 事 業 並 び に 特

定 子 ど も ・ 子 育 て 支 援 施 設 等 の 運 営 に 関 す る 基 準 を 定 め る 条 例

の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ６ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

特 定 教 育 ・ 保 育 施 設 及 び 特 定 地 域 型 保 育 事 業 並 び に 特 定 子 ど

も ・ 子 育 て 支 援 施 設 等 の 運 営 に 関 す る 基 準 の 改 正 に 伴 い ， 所 要

の 規 定 を 改 正 す る た め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

豊中市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例（平成２６年豊中市条例第４９号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 （省 略） 第４２条 （省 略） 

２・３ （省 略） ２・３ （省 略） 

４ 市長は，次のいずれかに該当するときは，第１項第３号の規定を適用しな

いこととすることができる。 

４ 市長は，次のいずれかに該当するときは，第１項第３号の規定を適用しな

いこととすることができる。 

(１) 市長が，児童福祉法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たっ

て，特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満３

歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保育

事業者による特定地域型保育の提供の終了に際して，当該満３歳未満保育

認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき，引き続き必

要な教育・保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

(１) 市長が，児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条第１項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。）の規定による調整を行うに当た

って，特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満

３歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保

育事業者による特定地域型保育の提供の終了に際して，当該満３歳未満保

育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づき，引き続き

必要な教育・保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

(２) （省 略） (２) （省 略） 

５ 前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において，特定地域型保育事業

者は，児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち，次に掲げるもの（入

所定員が２０人以上のものに限る。）であって，市長が適当と認めるものを

第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しな

ければならない。 

５ 前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において，特定地域型保育事業

者は，児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち，次に掲げるもの（入

所定員が２０人以上のものに限る。）又は国家戦略特別区域法（平成２５年

法律第１０７号）第１２条の４第１項に規定する国家戦略特別区域小規模保

育事業を行う事業所であって，市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲

げる事項に係る連携協力を行う施設又は事業所として適切に確保しなけれ
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

ばならない。 

(１)・(２) （省 略） (１)・(２) （省 略） 

６～９ （省 略） ６～９ （省 略） 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ６ ４ 号  
豊 中 市 指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス の 事 業 の 人 員 ， 設 備

及 び 運 営 に 関 す る 基 準 等 を 定 め る 条 例 等 の 一 部 を

改 正 す る 条 例 の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス の 事 業 の 人 員 ， 設 備 及 び 運 営 に

関 す る 基 準 等 を 定 め る 条 例 等 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う

に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ６ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す る た め の

法 律 に 基 づ く 指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス の 事 業 等 の 人 員 ， 設 備 及 び

運 営 に 関 す る 基 準 等 の 改 正 に 伴 い ，所 要 の 規 定 を 改 正 す る た め ，

提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市指定障害福祉サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例 

（豊中市指定障害福祉サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第１条 豊中市指定障害福祉サービスの事業の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年豊中市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

目次 

第１章～第１６章 （省 略） 

 

 附則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次 

第１章～第１６章 （省 略） 

 第１７章 雑則（第２０４条） 

附則 

第１７章 雑則 

（電磁的記録等） 

第２０４条 指定障害福祉サービス事業者及びその従業者は，作成，保存その

他これらに類するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，

文書，謄本，抄本，正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１

１条第１項（第４４条第１項及び第２項，第４４条の４，第４９条第１項及

び第２項，第９５条，第９５条の５，第１２３条，第１４９条，第１４９条

の４，第１５９条，第１５９条の４，第１７２条，第１８５条，第１９０条，

第１９４条，第１９４条の１２並びに第１９４条の２０において準用する場

合を含む。），第１５条（第４４条第１項及び第２項，第４４条の４，第４

９条第１項及び第２項，第７８条，第９５条，第９５条の５，第１１０条，

第１１０条の４，第１２３条，第１４９条，第１４９条の４，第１５９条，

第１５９条の４，第１７２条，第１８５条，第１９０条，第１９４条，第１
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 ９４条の１２，第１９４条の２０，第２０１条，第２０１条の１１並びに第

２０１条の２２において準用する場合を含む。），第５４条第１項，第１０

４条第１項（第１１０条の４において準用する場合を含む。），第１９８条

の３第１項（第２０１条の１１及び第２０１条の２２において準用する場合

を含む。）及び次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によっ

て認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機によ 

  る情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

 ２ 指定障害福祉サービス事業者及びその従業者は，交付，説明，同意，締結

その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の

規定において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについ

ては，当該交付等の相手方の承諾を得て，当該交付等の相手方が利用者であ

る場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面

に代えて，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認

識することができない方法をいう。）によることができる。 

（豊中市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 豊中市婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第７５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 （電磁的記録） 

第１７条 婦人保護施設は，作成，保存その他これらに類するもののうち，こ

の条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正本，副本，

複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが

規定されている又は想定されるものについては，書面に代えて，当該書面に

係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によって認識する

ことができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

（委任） （委任） 

第１７条 （省 略） 第１８条 （省 略） 

（豊中市指定障害者支援施設の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第３条 豊中市指定障害者支援施設の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年豊中市条例第６１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。  

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

目次 目次 

第１章・第２章 （省 略） 第１章・第２章 （省 略） 

 第３章 雑則（第６２条） 

附則 附則 

第３章 雑則 

 

 

 

 

 

 

（電磁的記録等） 

第６２条 指定障害者支援施設及びその従業者は，作成，保存その他これらに

類するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，

抄本，正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識すること

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１２条第１項，
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１６条及び次項に規定するものを除く。）については，書面に代えて，当

該書面に係る電磁的記録（電子的方式，磁気的方式その他人の知覚によって

認識することができない方式で作られる記録であって，電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

２ 指定障害者支援施設及びその従業者は，交付，説明，同意，締結その他こ

れらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定にお

いて書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては，当該

交付等の相手方の承諾を得て，当該交付等の相手方が利用者である場合には

当該利用者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代えて，

電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識すること 

  ができない方法をいう。）によることができる。 

（豊中市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 豊中市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第６２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

目次 目次 

第１章～第９章 （省 略） 第１章～第９章 （省 略） 

 第１０章 雑則（第９１条） 

附則 附則 

第１０章 雑則 

 

 

（電磁的記録等） 

第９１条 障害福祉サービス事業者及びその職員は，作成，保存その他これら
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に類するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄

本，抄本，正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識する

ことができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（次項に規定す

るものを除く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電

子的方式，磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方式

で作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）により行うことができる。 

２ 障害福祉サービス事業者及びその職員は，交付，説明，同意，締結その他

これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定に

おいて書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては，当

該交付等の相手方の承諾を得て，当該交付等の相手方が利用者である場合に

は当該利用者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代え

て，電磁的方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識する 

 ことができない方法をいう。）によることができる。 

（豊中市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第５条 豊中市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第６３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

（電磁的記録等） 

第２３条 地域活動支援センター及びその職員は，記録，保存その他これらに

類するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，

抄本，正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識すること
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（次項に規定するも

のを除く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子

的方式，磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方式で

作られる記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。）により行うことができる。 

２ 地域活動支援センター及びその職員は，説明，同意その他これらに類する

もの（以下「説明等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行

うことが規定されている又は想定されるものについては，当該説明等の相手

方の承諾を得て，当該説明等の相手方が利用者である場合には当該利用者に

係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電

子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法 

 をいう。）によることができる。 

（豊中市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第６条 豊中市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第６４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

（電磁的記録等） 

第２１条 福祉ホーム及びその職員は，記録，保存その他これらに類するもの

のうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，正

本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で

行うことが規定されている又は想定されるもの（次項に規定するものを除
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，

磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方式で作られ

る記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）

により行うことができる。 

２ 福祉ホーム及びその職員は，説明，同意その他これらに類するもの（以下

「説明等」という。）のうち，この条例の規定において書面で行うことが規

定されている又は想定されるものについては，当該説明等の相手方の承諾を

得て，当該説明等の相手方が利用者である場合には当該利用者に係る障害の

特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方法（電子的方法，

磁気的方法その他人の知覚によって認識することができない方法をいう。） 

 によることができる。 

（豊中市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正） 

第７条 豊中市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年豊中市条例第６５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

目次 

 第１章・第２章 （省 略） 

 

附則 

 

 

 

 

目次 

 第１章・第２章 （省 略） 

 第３章 雑則（第４７条） 

附則 

第３章 雑則 

（電磁的記録等） 

第４７条 障害者支援施設及びその職員は，作成，保存その他これらに類する

もののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，文書，謄本，抄本，
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）

で行うことが規定されている又は想定されるもの（次項に規定するものを除

く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，

磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方式で作られ

る記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）

により行うことができる。 

２ 障害者支援施設及びその職員は，交付，説明，同意，締結その他これらに

類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定において書

面で行うことが規定されている又は想定されるものについては，当該交付等

の相手方の承諾を得て，当該交付等の相手方が利用者である場合には当該利

用者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的

方法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識することができ 

 ない方法をいう。）によることができる。 

（豊中市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正） 

第８条 豊中市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元年豊中市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

目次 目次 

第１章～第７章 （省 略） 第１章～第７章 （省 略） 

 第８章 雑則（第１０６条） 

附則 附則 
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第６条 （省 略） 第６条 （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

５ 第１項第１号及び第２項の指定児童発達支援の単位は，指定児童発達支援

であって，その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われる

ものをいう。 

５ 第１項第１号及び前２項の指定児童発達支援の単位は，指定児童発達支援

であって，その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に行われる

ものをいう。 

６～８ （省 略） ６～８ （省 略） 

第７条 （省 略） 第７条 （省 略） 

２～６ （省 略） ２～６ （省 略） 

７ 第１項第２号ア及び第４項第１号の指定児童発達支援の単位は，指定児童

発達支援であって，その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一体的に

行われるものをいう。 

７ 第１項第２号ア，第４項第１号及び次項の指定児童発達支援の単位は，指

定児童発達支援であって，その提供が同時に１又は複数の障害児に対して一

体的に行われるものをいう。 

８ （省 略） ８ （省 略） 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第７９条 （省 略） 第７９条 （省 略） 

２～４ （省 略） ２～４ （省 略） 

５ 第１項第１号及び第２項の指定放課後等デイサービスの単位は，指定放課

後等デイサービスであって，その提供が同時に１又は複数の障害児に対して

一体的に行われるものをいう。 

５ 第１項第１号及び前２項の指定放課後等デイサービスの単位は，指定放課

後等デイサービスであって，その提供が同時に１又は複数の障害児に対して

一体的に行われるものをいう。 

６～８ （省 略） ６～８ （省 略） 

 第８章 雑則 

（電磁的記録等） 

第１０６条 指定障害児通所支援事業者等及びその従業者は，作成，保存その
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（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

他これらに類するもののうち，この条例の規定において書面（書面，書類，

文書，謄本，抄本，正本，副本，複本その他文字，図形等人の知覚によって

認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この

条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（第１

４条第１項（第５９条，第６３条，第７７条，第８４条，第８５条，第８９

条，第９７条及び第１０２条において準用する場合を含む。），第１８条（第

５９条，第６３条，第７７条，第８４条，第８５条，第８９条，第９７条及

び第１０２条において準用する場合を含む。）及び次項に規定するものを除

く。）については，書面に代えて，当該書面に係る電磁的記録（電子的方式，

磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方式で作られ

る記録であって，電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）

により行うことができる。 

２ 指定障害児通所支援事業者等及びその従業者は，交付，説明，同意その他

これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち，この条例の規定に

おいて書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては，当

該交付等の相手方の承諾を得て，当該交付等の相手方が障害児又は通所給付

決定保護者である場合には当該障害児又は当該通所給付決定保護者に係る

障害児の障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ，書面に代えて，電磁的方

法（電子的方法，磁気的方法その他人の知覚によって認識することができな 

 い方法をいう。）によることができる。  

   附 則 

 この条例は，令和３年７月１日から施行する。ただし，第８条中豊中市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例第６条，第７

条及び第７９条の改正規定は，公布の日から施行する。 
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市 議 案 第 ６ ５ 号  
豊 中 市 建 築 基 準 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

の 設 定 に つ い て  
 豊 中 市 建 築 基 準 法 施 行 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 次 の よ う

に 設 定 す る も の と す る 。  
 
  令 和 ３ 年 （ ２ ０ ２ １ 年 ） ６ 月 ２ 日 提 出        
 
 

豊 中 市 長   長  内  繁  樹   
内  繁  樹   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 提 案 理 由 ）  

建 築 基 準 法 施 行 規 則 の 改 正 に 伴 い ， 所 要 の 規 定 を 改 正 す る た

め ， 提 案 す る も の で あ る 。  
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豊中市条例第  号 

豊中市建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

豊中市建築基準法施行条例（平成１６年豊中市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の（現行）の欄に掲げる規定を同表の（改正後）の欄に掲げる規定に，傍線で示すように改める。 

（ 現  行 ） （ 改 正 後 ） 

（確認及び検査等の手数料） （確認及び検査等の手数料） 

第６４条 法第６条第１項（法第８７条第１項において準用する場合を含む。）

の規定に基づく確認の申請又は法第１８条第２項（法第８７条第１項におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく計画の通知をしようとする者は，

申請又は計画の通知１件につき，次の表の中欄に掲げる区分に応じ，それぞ

れ同表の右欄に掲げる金額の手数料を納めなければならない。 

第６４条 法第６条第１項（法第８７条第１項において準用する場合を含む。）

の規定に基づく確認の申請又は法第１８条第２項（法第８７条第１項におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく計画の通知をしようとする者は，

申請又は計画の通知１件につき，次の表の中欄に掲げる区分に応じ，それぞ

れ同表の右欄に掲げる金額の手数料を納めなければならない。 

表の部分 （省 略） 表の部分 （省 略） 

備考 磁気ディスク申請等の手続は，規則第１１条の３の規定又は市長の定

めるところによる（第４項及び第５項において同じ。）。 

備考 磁気ディスク申請等の手続は，市長の定めるところによる（第３項及

び第４項において同じ。）。 

２～16 （省 略） ２～16 （省 略） 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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